


 現職　植草学園大学図書館（図書・情報管理室長）
 略歴
2006.4～2008.3　埼玉大学図書館（図書情報課長）
2003.4～2006.3　京都大学附属図書館（情報管理課長）
2001.4～2003.3　東京大学附属図書館（情報ｻｰﾋﾞｽ課長）
1998.4～2001.3　国立民族学博物館（情報ｻｰﾋﾞｽ課長）
　←鹿児島大学←岐阜大学←放送大学←東京大学←名古屋大学←静岡大学
←名古屋大学

 協力組織での主な担当
国立大学図書館協会
（著作権特別委員会等、電子ジャーナルTF委員ほか）

国公私立大学図書館協力委員会
（大学図書館著作権検討委員会・同WG主査、「大学図書館研究」編集委員会ほか
）

地区協力組織
（大学図書館近畿イニシアティブ、埼玉県大学図書館協議会SALA、
　千葉市図書館情報ネットワーク協議会ほか）



大学図書館における学術情報資源の収集を取り上げる

電子ジャーナル（EJ)及び学術文献データベース（DB)の
収集と提供は大学図書館にとって不可欠の課題

 EJ・DBの収集にあたっては、多大な財源の確保と外国出
版社等とのハードな契約交渉・協議が必要

 この課題解決のため各々の大学図書館は「EJコンソーシ
アム」を形成して共同の取り組みを開始

 EJコンソーシアムは設置形態別に組織化を開始（その成
立の活動の経過概要を紹介する）

 EJコンソーシアムは参加する大学図書館（スタッフ）の協
働により、学術情報資源の収集と提供を実現していく



1. はじめに
2. 「コンソーシアム」の意味
3. EJコンソーシアムの成立と活動と経過（概要）
4. 大学図書館の蔵書構築
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典拠：国大図協「大学図書館自己点検評価基準」（報告書）より
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大学図書館の活動領域とその関連
１．はじめに１．はじめに



 全国組織（設置形態別）
私立大学図書館協会

国立大学図書館協会

公立大学協議会図書館協議会

 設置形態を超える協力組織
国公私立大学図書館協力委員会

大学図書館近畿イニシアティブ

各地区協議会等

 主題分野毎の協力組織
日本医学図書館協会

日本薬学図書館協議会（ほか）

 館種を超えた協力組織（略）



年度
私立大学図書館協会
（PULC：公私立大学
図書館コンソーシアム）

国立大学図書館協会
（JANUL・EJTF）

関連組織
（JMLA/JPLA）

１９９９年

　ProQuest（2000年利用）
JMLAコンソーシアム契約の成
立（参加19館）

２０００年

　5月国立７大学（北大、東北大、東大、名大、京大、
阪大、九大）附属図書館長からElsevier Science へ要
望書（円価格問題、並行輸入問題）を送付
7月　上記要望書に対し、Elsevier 会長から協議した
い旨の回答を受領
9月　国立大学図書館協議会のもとに電子ジャーナ
ル・タスクフォースを設置

　JPLA雑誌問題検討委員会
の設置

（典拠）
　・（財）私立大学情報教育協会（2009.3 教育研究用電子情報整備支援機構第5回全体会議資料より）
　・国立大学図書館協会（2003.3 EJTF活動報告書、08.10 学術情報委員会中間報告書より）



年度
私立大学図書館協会
（PULC：公私立大学図書
館コンソーシアム）

国立大学図書館協会（国大図協・EJTF）
　関連組織
（JMLA/JPLA）

２００１年

　6月　国立大学図書館協議会総会で１年間の延長承認、
　　　　Elsevier および他の出版社との協議
　3月　平成14年度以降の電子ジャーナル・タスクフォースの
　　　　活動と組織について協議

○　電子ジャーナルユーザー教育担当者研修会を開催
　　各大学において電子ジャーナルの利用指導を担う図書館
　　職員を育成することを目的に（2001 年度及び2002 年度）
（研修会の概要）
　（１）東地区：2001 年8 月9 日～10 日
　　会場：千葉大学
　　参加者：受講者47 機関50 名・出版社5 社
　　プログラム概要：基調講演「電子情報と情報ﾘﾃﾗｼｰ教育」
　　（千葉大学附属図書館長 土屋俊）
　　出版社説明（Elsevier・Blackwell・Springer・Wiley・Academic
　　　Press）
　　　・教育プログラム・テンプレートについて
　　　・全体討議
　（２）西地会場：名古屋大学
　　参加者：受講者52 機関52 名、出版社5 社（同上）
　　プログラム概要：基調講演「電子ジャーナルの現状と図書館
　　　の役割」（名古屋大学附属図書館長 伊藤義人）
　　出版社区：2001 年8 月2 日～3 日
　　説明（同上）
　　　・教育プログラム・テンプレートについて

　JMLA,JPLA電子
ジャーナル・コンソー
シアム契約共同交渉
開始（2002年利用契
約から）



２００２年

　10月　私立大学18機関とISI社
による
 Web of Science コンソーシアム
契約の成立

6月　国立大学図書館協議会総会で体制増強を承認、協議対象出版社の拡大
8月　電子ジャーナルユーザー教育担当者研修会を開催（前年より継続）
10月　アーカイブと利用統計に関する取り組みを開始 （COUNTER準拠による
比較検討等）
○　各出版社との協議実施（コンソーシアム成立：５社）

２００３年

 7月 私立大学図書館コンソーシ
アム（Private University Libraries
Consortium：PULC）形成の呼び
かけ（私立大学図書館協会加盟
館宛て）

（１）2003年度の電子ジャーナル・タスクフォース体制
2003年度のタスクフォース新体制は以下の基本的な考え方に従って検討
・関東地区で出版者協議を担当
・各課題については、昨年までの関係者を中心に分散
・実働部隊として、係長などの現場担当者を補佐的に配置
・活動報告書作成は、従来の経緯をよく知っている人に依頼
・十分に機能していなかった各地区連絡担当は廃止
以下の９つの担当を決めるとともに、各担当分野の状況を整理し、新年度の計
画を立ててスタート
１．利用調査担当
２．広報担当
３．導入状況調査担当
４．出版者協議担当
５．アーカイブ担当
６．利用統計担当
７．活動報告書作成担当
８．次期体制検討担当
９．事務局
（２）国大図協EJコンソーシアムの拡大
文部科学省から配分される電子ジャーナル導入経費が、前年度の「ライフサイ
エンス」に加えて「情報通信」「ナノテクノロジー・材料」の分野についても措置さ
れたことを受け、コンソーシアムの対象となる出版社、参加機関数は大幅に増
大（13社のコンソーシアムが成立し、国立大学は平均して3,800タイトルの電子
ジャーナルが利用可能となった）
○　各出版社との協議実施（コンソーシアム成立：１０社）



２００４年

   7月　2004年度PULC購読実態調査実施
 11月　版元提案説明会実施
  （11日・早稲田大学、15日・関西大学）（８社、５９大学８１名）

  ３月　「国立大学図書館協議会電子ジャーナル・タスクフォー
ス活動報告」

○　各出版社との協議実施（コンソーシアム成立：１７社）

２００５年

  ６月　2005年度PULC購読実態調査実施
  ９月　NII・国大図協・PULCでSpringer（バックファイル）
          共同購入
  ９月　版元提案説明会（１３社、８０大学１２３名）
  １月　NII・国大図協・PULCでOxford Univ. Pr. (バックファイル)
          共同購入

○　各出版社との協議実施（コンソーシアム成立：１９社）

２００６年

 5月　PULC名称を「公私立大学図書館コンソーシアム」
        （拡大に伴う変更）
　   　幹事校13大学に拡大
  6月　2006年度PULC購読実態調査実施
  9月　版元提案説明会（１６社、１２２大学１７１名）
10月　PULC参加大学が２００を超える
12月　PULC全体会合開催

○　各出版社との協議実施（コンソーシアム成立：１９社）

２００７年
 6月　2007年度PULC購読実態調査実施
  9月　版元提案説明会（１９社、１３１大学１９３名)
12月　PULC全体会合開催
　　　　幹事校14大学に拡大

○　各出版社との協議実施（コンソーシアム成立：１９社）

２００８年

 5月　2008年度PULC購読実態調査実施
  8月　PULC参加大学が300を超える
  9月　NII、国大図協、PULCで19C/20C・House of Common
         Parliamentary Papers （HCPP）を共同購入
  9月　幹事校15大学に拡大
  9月　版元提案説明会（２０社、１４８大学２１０名)
　  　　幹事校16大学に拡大
12月　PULC全体会合開催

○　各出版社との協議実施

  ７月　「合同電子ジャーナル・タスクフォース」設置：Elsevier,
Springer, Wiley-Blackwell 各社との新たな契約モデルを目指
した協議（キックオフミーティング）を実施



 価格体系（冊子体購読価格との関係、FTE・Tier条件
）
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学術情報の生産と流通（Ａｃａｄｅｍｉｃ　Communication）
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凡例

４．大学図書館の蔵書構築とは



図書館総数 国立：297 公立：121 私立：919 短大：261







Farmington Plan は、外国の学術資料を網羅的に収集・保存
し、共同利用することを目的に1948年から1972年まで実施さ
れたもの

全米の主要図書館（大学約50校とLC,NLM等）の間で地域、
もしくは主題分野で分担収集が行われた。

Public Law 480 Programは、外国にある米国所有の通貨で
その国にある図書の調達を行うもの

LCに資料の調達、研究図書館への配分等の権限を与えて
いる。







（さいごに）
資料の収集に関するポリシーの作成（課題）

• 大学の使命・重点目標などを前提とする図書館蔵書構
築の基本方針作りを進める

• 「収書方針」「収集計画」などの形で作成
• 学内外への公開を実現（ホームページ等）

あなたの図書館では如何ですか？

→次ページ（参考事例）




